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項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　青木　岳
志

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

どのように貢献したか

就業希望者の就職支援及
び勤労者等のキャリアアッ
プを図った。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

障害者雇用に関する情報
提供を行うことで、事業所
の障害者雇用に向けた機
運の醸造をを図った。

８．働きがい
も経済成長

も

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

制度の周知や戸別訪問な
ど、加入推進活動を実施し
た。

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

技能職者の福祉の増進や
職業の発展に寄与し、また
障害者の雇用促進と定着
に貢献した。

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

1,960千円

0.24 人

R1その他職員
従事割合

0.00 人

R1実績

目標設定の考え方・根拠

重要 自治事務 法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

期間

技能功労者及び
障害者雇用優良
事業所表彰事業

重要 自治事務

1,912千円

924千円 770千円

1,995千円 0.00 人

一
般

R1予算現額

R2予算現額

R2正規職員
人件費

R1決算額

5千円

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

Ｓ45～

農業者年金推進
事業

優先

国民年金第1号被保険者で、年間60日以上農業に従事す
る20歳以上60歳未満の農業者を対象に、将来サラリーマ
ン並みの年金受給を確保し老後生活の安定を図る。

根拠法令 R2決算額（見込み）

農業者年金基金法 40千円 3千円

①加入推進戸別訪問

②新規加入者数

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 56千円

R2目標値が未達成の理由・分析R1目標
Ｓ

従来から実施している広報活動や戸別訪
問を充実させるとともに、農業者の集会等
に出向いて説明するなど、農業委員・農地
利用最適化推進委員と連携し、より一層の
周知と粘り強い加入推進活動を行う。

コロナ禍により戸別訪問等推進活
動が制限される中、成果指標の目
標を達成し、農業者年金の加入推
進を果たしている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、制度の周知を図り加入推進に
努める。

2 人

R2目標

新規加入者数（人）

指標名

3 人

臨時職員 R2実績

R2年度に改善した点

農業者年金への加入推進が目的であることか
ら、新規加入者数を指標とする。
長期加入による利益を享受できる20歳代の若
年農業者や加入資格を得た新規就農者を中心
に推進することを考慮した目標値とする。

農委だよりへの制度案内の掲載やパンフ
レットの配布、戸別訪問による加入意向確
認を行った。加入の意向を示した農業者に
は再度戸別訪問して詳細を説明し加入を
促した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2その他職員
従事割合

2 人

0.24 人 R3目標

2 人

①5人

②2人

非常勤
特別職

2 人

R2予算現額

指標名

就業支援事業 R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

技能者の勤労意欲及び資質の向上を図り、技能尊重の機
運を高めるとともに、市内事業所における障害者雇用の促
進を図ることを目的とし、技能功労者及び障害者雇用優良
事業所を表彰するもの。

0.23 人

R2正規職員
人件費

広報誌、ホームページ、事業者向けメールマガ
ジンなどを利用した周知のほか、市内事業者団
体へ推薦依頼をしたが、対象となる技能者およ
び事業所は昨年と同様6件に留まった。

臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令

95.0%

Ａ

受講人数／定員×１００
実施会場のパソコン設置数を定員としており、
可能な限り多くの方が受講できるよう、受講率を
目標値とした。

目標達成済
R2正規職員
人件費

R1決算額

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

95.0% 98.7%

95.0%
会年職員

法定受託＋附加 924千円 924千円

①講座開催回数

②講座受講人数

受講率

95.0%

R2決算額（見込み）

特になし 成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

R2年度に改善した点

新型コロナウイルスの感染拡大の影響に
より、2講座のみ中止となったが、開催時に
は、感染対策（消毒・検温・席の間引き・換
気等）を講じて実施した。

R3目標

2,743千円 臨時職員 0.00 人

①10回

②79人

他課から借用しているパソコンのリース期
間が令和3年度で満了するため、リース完
了後は同様の形式では講座を継続できな
い状況となっている。
今後の事業展開について、他の形式によ
る支援策へ移行できるか検討を行ってい
く。H12～ 1,715千円

R2目標 R2実績就業希望者の就職支援及び中小企業勤労者等のキャリア
アップを目的としたパソコン講座を開催する。
なお、ハローワークにおいて一定期間内に求職活動をして
いる失業者については、求職活動証明書の提出により、受
講料（一部負担金）5,000円を免除とする取扱いを行う。

0.33 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

R2その他職員
従事割合

期間 0.21 人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額 指標名

法定受託事務 法定受託＋附加 81千円 79千円

被表彰者数及び被表彰事業所数

R1決算額

①技能功労者褒彰者数

②障害者雇用褒彰事業所
数

所沢市技能功労者表彰規則、所沢市技 R2予算現額 R2決算額（見込み）

能功労者表彰選考委員会設置要綱、所沢市障害者雇用
優良事業所表彰要綱

根拠法令

80千円

事業の目的及び具体的な内容

R2年度に改善した点

技能功労者表彰者数及び障害者雇用優良事業
所表彰団体数の合計を目標値とした。

前年度に引き続き、契約課所管の「所沢市
優秀建設工事等受注者表彰式」との合同
開催により、事務の軽減を図った。
また、周知団体を増やした。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

市全体で、同時期の表彰式を合同で開催
により効率化を図ると共に、表彰される方
が喜んでいただけるような式典の開催方
法の検討などもすすめていく。

目標設定の考え方・根拠

B

技能功労者を表彰しその功績をた
たえることは、技能尊重の気運を高
めるとともに、技能者の励みになる
ものであり意義は大きい。また、障
害者雇用優良事業所の表彰は障
害者雇用の促進や職業安定につな
がる啓発効果があり、両事業ともに
今後も引き続き実施していく。

R1目標 R1実績

191千円

非常勤
特別職

0.00 人 10件 6件

0.00 人

①5人

②1事業所

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

10件 6件

8件

期間 0.18 人 R3目標

S54～ 1,470千円
0.00 人

期間

重要 自治事務

障害者雇用推進
企業支援事業

200千円

事業の目的及び具体的な内容
R1その他職員
従事割合

750千円 0千円法定受託＋附加

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額

所沢市障害者雇用推進企業支援補助金交付要綱 750千円

R2年度に改善した点

補助制度を利用し雇用した障害者数
障害者の雇用の場の確保を目的としているた
め、補助制度を利用し雇用した障害者数を目標
値とした。

補助対象となる可能性のある事業者への
案内を積極的に行い、令和２年度に引き
続き、雇用助成金の事前登録を新たに１
件行った（実際の交付はR3年度から）。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠R1決算額

根拠法令

1人

B

R2その他職員
従事割合

1人

3人

法定受託事務

補助対象となる法定雇用率を超える雇用が少な
いこと、事業者への周知が行き届いていないこ
となどが考えられ、障害者を雇用するための業
務のマッチングが課題となっている。

①補助制度利用事業所数

②補助制度利用件数

R1正規職員
人件費

臨時職員 0.00 人

①2事業所

②2件

R2決算額（見込み）

0.00 人
H25～ 408千円

3人

障害者の雇用の場の確保と事業者の社会的責任の向上
を促し、共生社会の実現に資することを目的に、市内事業
者が、障害者を雇用する場合等に要する経費に対し、補
助金（事業補助金・雇用助成金・職場実習奨励金）を交付
するもの。

0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 3人

R2正規職員
人件費

831千円 R2実績

市内事業者の障害者雇用率は依然として
低く、市内事業者や関係する支援機関等
に対する制度の周知を進めながら、引き続
き事業を実施していく。0.05 人

R2目標

会年職員
R3目標

障害者の雇用の場の確保のため
に必要な事業であるが、成果が出
るまでに時間がかかる事業であ
る。また、法定雇用率を超えた場合
を主に対象としているが、こうした
事業所は少ないのが現状であり、
障害者を雇用するための業務の
マッチングが課題となっている。
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会年職員 0.00 人

会年職員
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

勤労者等の福祉の増進と
雇用の安定をはじめ、市民
のコミュニティ活動の推進
に貢献した。

どのように貢献したか

中小企業に勤務する常用
労働者及びパートタイム労
働者の福祉の向上、雇用
の安定及び中小企業の振
興を図った。

どのように貢献したか

市内中小企業の従業員及
び事業主の福祉向上をは
じめ、地域振興と雇用安定
に貢献した。

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

R2予算現額

665千円

R1決算額

R2決算額（見込み）

所沢市中小企業勤労者福祉サービスセンター事業補助金
交付要綱

10,000千円 10,000千円

重要

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額 R2年度に改善した点

事業のスケールメリットを活かすために、会員数
の増加を目指す。

補助金の交付のみにとどまらず、市として
も
加入促進に向けたPRを実施している。
＜PR内容＞
チラシの配布、市内事業所向けメールマガ
ジンの配信、市内事業所への訪問時のPR
など

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルスの影響や、福利厚生
事業への民間事業者の参入もあり、市内
企業にとっての選択肢が増えたことで、会
員数の伸び悩みが生じている。
今後、当センターの事業の優位性などを積
極的にPRしていく。

事業主の高齢化による廃業などにより、脱退す
る事業所が増えていること、また、新型コロナウ
イルスの影響で、業績が悪化している事業者に
よる退会が増えているため。

①会員数

②会員事業所数

③利用者一人あたり利用
額

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

市内中小企業の勤労者とその事業
主の福祉の向上のため、当セン
ターの必要性は高いが、会員事業
所からの会費のみで運営すること
は困難なため、今後も継続した支
援が必要である。

会員数

R2目標値が未達成の理由・分析

R2実績

1,210人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,000千円 10,000千円

1,057人

臨時職員 0.00 人
①1,046人

②370事業所

③14,321円

R2目標

会年職員 0.00 人

産業
振興
課

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1,210人 1,046人

1,210人

期間 0.07 人 R3目標

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

法定受託事務 法定受託＋附加 6,290千円 6,051千円

H10～ 572千円

市内中小企業勤労者等の福利厚生の充実と発展を目的
に、所沢市中小企業勤労者福祉サービスセンターに対し
て補助金の交付を行う。

（センターにおける実施事業）
〇調査研究事業　〇研究会・講習会等の開催事業
〇情報提供事業　〇福利厚生事業　ほか

0.08 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1決算額

勤労者福祉推進
事業

※R3～勤労者福
祉サービスセン
ター補助金

根拠法令

指標名

勤労者福祉充実
事業

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市中小企業退職金共済掛金等補助金交付要綱 7,000千円

重要

R2年度に改善した点

加入は事業所単位で行われることから、新規に
加入した事業主の数を目標値とした。 ホームページや市内事業所向けのメール

マガジンを利用し、市内事業所に向けた広
報を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

中小企業の労働者の処遇改善に有効な
事業であるため、周知方法等を見直しなが
ら、引き続き事業を実施していく。

①補助対象者数

②補助対象事業所数

新規加入事業所数根拠法令

6,838千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

自治事務

26事業所

914千円 臨時職員 0.00 人

①398人

②76事業所

R2目標 R2実績

0.11 人

R2正規職員
人件費

18事業所

16事業所

期間 0.08 人 R3目標

中小企業に勤務する常用労働者及びパートタイム労働者
の福祉の向上、雇用の安定及び中小企業の振興を図るこ
とを目的に、市内事業所が退職金共済制度に新規加入し
た場合に、3年間を限度とし、1年間に支払った共済掛金
（従業員1人当たりの月額掛金が1万円を超える場合は1万
円を限度とする）の20％以内で補助金を交付する。

H元～ 653千円

16事業所

R1実績産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

ラーク所沢運営事
業

重要

50.0%

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

31,666千円 31,633千円

R1正規職員
人件費

R2決算額（見込み）

R2目標 R2実績

非常勤
特別職

新型コロナウイルス感染症に伴う
休館（4-5月）をはじめ、利用再開後
も利用人数の制限等の影響によ
り、年間利用率が大幅に悪化した。
しかし、館内の感染症対策を実施
や魅力ある自主事業の実施などに
より、制限のある中でも、一定数の
利用者数が回復できたことは評価
できるものである。

R2年度に改善した点

①年間利用件数

②トレーニングルーム利用
者数

年間利用率(各部屋平均)
年間利用件数／総利用区分数（9施設×6区分
×開館日数）

新型コロナウイルスの感染対策のため、
消毒・検温・席の間引き・換気等の対策を
徹底的に講じることで、利用者が施設を安
全に利用できるよう配慮した。

新型コロナウイルス感染症に伴う休館（4-5月）
をはじめ、利用再開後も利用人数の制限等の影
響により、年間利用率が大幅に悪化したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の影響を踏ま
え、利用者のニーズに応じた施設運営や
自主事業等を工夫して実施することで、利
用者の増加を図っていく。また、指定管理
者の応募時の提案事項の進捗状況や、施
設の修繕や定期点検等が適正に行われ
ているか等、定期的に確認していく。

法定受託＋附加 30,833千円 30,813千円

ラーク所沢条例、ラーク所沢条例施行規則

R1その他職員
従事割合

R1目標

自治事務 法定受託事務

R2目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容

55.8%

3,325千円 臨時職員 0.00 人

50.0%

①5,738件

②3,091人

36.9%

期間 0.54 人 R3目標

勤労者等の文化、教養及び福祉の増進を目的として設置
され、現在は指定管理者が運営している。
施設内の会議室等の貸し出しを行うとともに、各種自主事
業を実施している。

0.40 人

S63～

50.0%

0.00 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職員

4,411千円

0.00 人

0.00 人

R1決算額

R2その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人

会年職員

16事業所



第５章　魅力・元気・文化を誇れるまち  第４節　産業人材・雇用

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

勤労者に必要な労働に関
する基礎知識の習得をは
じめ、労働安全衛生の維
持・向上に貢献した。
勤労者及び経営者が抱え
る労働に係る様々な悩み
の解消に貢献した。

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

２．飢餓をゼ
ロに

法定受託事務

R2年度に改善した点

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 埼玉県労働セミナーでは、コロナ禍でも受
講者を増やすため、一部のセミナーをオン
ライン開催に切り替えた。
所沢市労働セミナーでは、学生向けのアン
ケートとは別に、教員向けのアンケートを
初めて実施し、R3年度の実施に向けた課
題出し等を行った。
一般労働相談では、年間スケジュールを
記載したチラシを作成し配布するとともに、
ホームページや事業者向けメルマガにも
適宜掲載した。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

法定受託＋附加

埼玉県労働セミナーでは、県と調整しなが
ら、最新の動向を見極めつつ受講者の
ニーズに合わせた講座となるよう事業を進
めていく。
一般労働相談では、利用者に利用しやす
い日程や時間帯で開催できるよう、今後も
引き続き検討を行う。

417千円 374千円

①埼玉県労働セミナー受講
者数(延べ人数)

②所沢市労働セミナー受講
者数[高校生](延べ人数)

③一般労働相談者数

B

S５７～

勤労者と使用者の双方が労働する
うえでのルールについて、正しく理
解することで、トラブルの未然防止
になる。
そうすることで、生産性の向上や社
会の発展にもつながる。
また、実際に発生したトラブルに対
しては、専門家による一般労働相
談を通じて問題解決へ導けるような
体制を維持している。

埼玉県労働セミナーにおいて、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止のため、対面開催における
定員数を半減させたこと、また、一部のセミナー
をオンライン開催に初めて切り替えたが、参加
者属性（勤労者・使用者）を把握できず、実績人
数に算入していないため。

期間 0.32 人

労働セミナー・労
働相談等開催事
業

R2決算額（見込み）

特になし

セミナー参加者のうち、勤労者及び使用者の受
講者数（延べ人数）

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

労働をめぐる様々なトラブルの解決等を目的として、労働
セミナー、労働相談等を実施する。
〇労働セミナー
・埼玉県との共催により、労働法の基礎知識や安全衛生を
学ぶための社会人向けセミナーを開催
・就職を希望する市内の高校生を対象とする労働法の基
礎を学ぶためのセミナーを開催する。
〇労働相談
社会保険労務士を相談員として、労働に関する相談を行う
ことで、労働者及び事業主が抱える様々な悩みや疑問を
解決する。

会年職員 0.00 人
2,614千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,909千円 臨時職員 0.00 人

①121人

②205人

③27人

100人 65人

100人

R3目標

0.35 人

R2目標 R2実績

目標設定の考え方・根拠R1決算額 指標名

受講者数のうち、勤労者及び使用者である受講
者数を目標値とした。

100人
非常勤
特別職

0.00 人 100人

R2予算現額

417千円 351千円

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①１回

②３区画

③０回

１回

目標達成済み

①農福連携情報提供回数

②体験農場「福祉枠」利用
区画数

③先進事例調査研究回数

農福連携に係る情報の提供回数

指標名 目標設定の考え方・根拠

法定受託事務 法定受託＋附加

R2予算現額

3,325千円

R2目標値が未達成の理由・分析

２回 ２回

農業の労働力不足の解消

農福連携推進事
業

根拠法令

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

先進事例の調査研究のため、ＷＥ
Ｂフォーラムに参加し、市のＨＰを
作成するとともに、農業情報誌「と
ことこだより」に現在の取組事例を
掲載し広く情報提供を行った。ま
た、取組を行っている事業所に状
況の聞き取りを行い、実態の把握
に努めた。

R2年度に改善した点

農業情報誌「とことこだより」の発行にあ
たっては、取り組んでいる事業者にヒアリ
ングをするとともに、発行後、農業者や一
般市民だけでなく、障害者施設にも配布を
行い取組の周知をおこなった。

R2その他職員
従事割合

３回

農福連携の取組みを推進するには、農業・福祉
の連携事例や支援事業等の認知度向上を図る
必要があるため、情報の提供回数を目標とし
た。認知度向上を図るため、前年度実績より増
加させた目標値を設定している。

R2決算額（見込み）

A

R1決算額

0.40 人 １回

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

R2目標 R2実績
農福連携の認知度を向上させる必要があ
るため、引き続き情報提供を行っていく。ま
た、農福連携の取組みを希望する事業者
の相談対応を行うことで、農福連携の推進
に努めていくとともに、庁内での連携体制
の検討を進める。

R3目標

0.00 人

R2正規職員
人件費

- 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

0千円 0千円

根拠法令

期間 0.33 人
会年職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

R1～ 2,695千円

臨時職員

農業分野と福祉分野の垣根を越えた「農福連携」の取組み
を推進することにより、農業経営体には働き手を提供し、
高齢者や障害者には生きがいや働く場を創出することで、
農業分野での人手不足を解消しつつ活躍の場を促してい
く。具体的には、先進事例の調査研究を進めるとともに、
関係機関の協力を得ながら、周知を図っていく。また、連携
を希望する事業者を対象に高齢者等の受入や農業参入に
関する相談受付を行っていく。


